医療法人　青仁会　老人保健施設南山苑

【就業規則】

第一章　総則

（目的）

第一条　　　この規則は、医療法人青仁会　老人保健施設　｢南山苑｣　（以下　施設という）の職員の就業に関する事項を定め、職場の秩序を確立し、職員が健康で且つ明朗に働けるよう定めたものです。この規則に定める事項の他、職員の就業に関する事項は労働基準法及び他の法令の定めるところによります。

（規則などの遵守義務）

第二条　　　職員はこの規則を遵守し相互協力のもとに施設の発展に努めなければなりません。

（職員の定義）

第三条　　　この規則で職員とは第二章に定めるところにより、施設に採用された者をいいます。但し、次の各号に掲げる者は除き、別の規則に定めます。

　１）　臨時に雇用される方。

　２）　パートタイマー。

（管理者の定義）

第四条　　　この規則で、管理・監督の地位にある者とは、次に掲げる者をいいます。

　　　　　　１）　施設長、および施設長の業務代行を行う副施設長

2） 統括執行責任者

3） 部門執行管理者

4） グループマネージャー

（所属長の定義）

第五条　　　この規則で所属長とは前条の1・２・３項の地位にある者をいいます。

第2章 人事

(基本理念)

第六条　　　施設は、事業の公共性に鑑み、職員の採用・配置・移動・退職・解雇・定年等の人事に関しては、本人の知識・経験・技能・実績・健康・人格等を考慮して公正に行うものとします。

(発令の手続き)

第七条　　　施設は、職員の人事に関する発令については辞令書を交付して行います。また施設は、前項の辞令書に代えて発令通知の告示をもっておこなう事ができます。

(採用)

第八条　　　施設は、職員の採用にあたっては、就職を志望する者のうち選考の上、適格と認めた者を所定の手続きを経て職員として採用します。

（志望者の提出書類）

第九条　　　就職を志望する者は、次の書類を提出しなくてはなりません。

　１）　履歴書

　２）　最終学校の卒業証明書（または卒業見込み証明書）

　３）　最近の写真

　４）　必要なる免許証などの複写

　５）　その他、指示された書類

（適格者の提出書類）

第十条　　　選考の上適格と認められた者は、採用通知を受けた日から二週間以内に次の書類を提出しなくてはなりません。

　１）　住民票の複写

　２）　戸籍抄本

　３）　身元保証書

　４）　源泉徴収票（同一年に他所に就労勤務した者）

　５）　交通機関利用の経路

　６）　健康診断書

　７）　その他、施設が必要と認めた書類

　　　二、　前項の提出書類の記載事項に変更があった時は、その都度速やかに届出なくてはなりません。

（試用期間）

第十一条　　新たに採用した者については、採用の日から３ヶ月間を試用期間とします。

　　　二、　試用期間中に、本人の身元、健康状態、能力及び勤務状態を勘案し、職員として適格か否かを審査し、不適格と認めたときは採用を取り消すことがあります。

（配置転換等）

第十二条　　施設は、業務上の都合により職員に対し勤務の内容または就業場所に関して変更を命ずることがあります。

2、 　職員は前項の異動命令について正当な理由がなくてこれを拒んではなりません。

（役職の任免）

第十三条　　施設は、業務上の都合により従業員を組織上の役職に任命、またはこれを解任できます。

（職務の引継）

第十四条　　第十二条・第十三条の定めにより異動を命じられた者は、正確かつ速やかに後任者または代務者に業務の引継をしなくてはなりません。

2、 　前項の業務の引継を終えた時は、その旨後任者と連署の上所属長を経て施設長に届出なければなりません。

（休職）

第十五条　　職員が次の各号の一に該当する時は、それぞれに定める期間を休職とします。

　１）　業務外傷病により引き続き１ヶ月を超えて欠勤した時、

　　　　　　　　勤続５年未満の者は、…　　６ヶ月間。

　　　　　　　　勤続5年以上の者は、…　１２ヶ月間。

　２）　刑事事件により起訴された時、…　１２ヶ月間。

　３）　施設長が特別の事由があると認めた時、…　必要期間。

　　　二、　業務外傷病により引き続き一ヶ月を超えた後出勤した職員が出勤日数１４日に満たない間に同一の事由により再び欠勤を始めた時は、前の欠勤期間を通算します。

3、 　休職期間中の給与は支給しません。

4、 　休職期間は勤務年数に算入しません。

5、 　休職者は、施設長の許可を受けないで勤務に就くことはできません。

(復職)

第十六条　　休職期間が満了する前に休職の事由が消滅したときは復職を命じます。但し、業務の都合により旧職種と異なる職務に配置転換または職種の変更を命ずることがあります。

　　

2、 　休職者が復職する時は、その旨を所属長を経て施設長に届け出て許可をうけなければなりません。

(退職)

第十七条　　職員が次の各号の一に該当するに至った時は、その日を退職の日とし、職員の資格を失います。

　　　　　　１）　死亡したとき。

　　　　　　２）　期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了した時。

　　　　　　３）　本人の都合により退職を願い出て施設長の承認があった時。または、この規則に定める退職の手続きを完了した時。

　　　　　　４）　施設が職員を適法に解雇した時。

　　　　　　５）　定年期日に達した時。

(退職の手続き)

第十八条　　職員が自己の都合により退職しようとする時は、その希望する日時の少なくとも３０日前までに、所属長を通じて施設長に｢退職願い｣を提出し、その承認があるまでは従前の業務に従事しなくてはなりません。

(定年退職)

第十九条　　職員の定年は６０才とし、定年に達した期日とします。

　　　二、　施設長については、前項の規定は適用しません。

　　　三、　施設は、労使協定の定めるところにより、定年退職する者のうち、引き続き、勤務を希望する者であって、次の全ての基準に該当する者を再雇用します。

1 過去３年間の出勤率が９０％以上であること

2 過去３年間に無断欠勤していないこと

3 過去３年間に出勤停止以上の懲戒処分を受けていないこと

4 過去３年間の定期健康診断の結果、就業上支障がないと認められること

5 人事考課がＢ（普通）以上であること

6 業務遂行に必要な専門知識、または国家資格を有している者

7 法人が引き続き勤務を認めた者
　　　四、定年退職後の再雇用に関する規程は別に定めます。
(解雇)

第二十条　　職員は次の各号の一に該当するときは解雇されるものとします。

　１）　心身の故障のため業務に耐えられないと認められた時。

　２）　休職の期間が満了し、なお休職の事由が消滅しない時。

　３）　疾病以外の事由による欠勤が当初から３０日を超えた時。

　４）　業務上の傷病で労働者災害保健法の規定による長期傷病補償給付をうけることになった時。

５）　事業上の都合によりやむを得ない時。

6） 　勤務成績または能率が不良で、就業に適さないと認められた時。

7） 　職員としての適格性を欠くと認められた時。

8） 　懲戒解雇に該当する時。

　９）　経歴を偽り、その他不正手段により採用された事が判明した時。

１０）　その他、前各号に準ずるやむを得ない事由のある時。

(解雇予告)

第二十一条　職員を解雇しようとするときは３０日前に予告するか、または、平均賃金の３０日分の解雇予告手当を支給します。

　　　　　　　但し、天災地変やその他のやむを得ない事由によって事業の継続が不可能となった場合、または懲戒解雇の場合はこの限りではありません。

　　　二、　前項の予告日数は一日について平均賃金を支払った場合は、その日数を短縮します。

　　　三、　次の各号の一に該当する者は第一項および第二項は適用しません。

1） 　日々雇用する者。

　　　　　　２）　２ヶ月以内の期間を定めて雇用した者。

　　　　　　３）　試用期間中の者。

 (引継と在職中の責任)

第二十二条　退職または解雇に際しては、事務または業務の引継を確実にしなくてはなりません。又、退職または解雇の後も在職中に生じた施設に対する責任は継続します。

(貸与品の返納義務)

第二十三条　退職または解雇に際しては、施設よりの一切の貸与品を速やかに返納しなくてはなりません。

　　　二、　施設より宿舎を貸与されている者は、退職または解雇等により職員の身分を失った時は、その日より一週間以内に所定の手続きにより返還するものとします。　

第3章 勤務

(勤務時間)

第二十四条　一般職員の勤務時間は、休憩時間を除き原則として１日８時間、１週４０時間とします。

　　　二、　一般職員の始業・終業の時刻は、原則として別紙のとおりとし、この間１時間の休憩を含みます。

三、　変形労働をする職員の勤務時間は、毎月１６日を起算日とする１ヶ月単位の変形労働時間制とし、所定労働時間は１ヶ月を平均して週４０時間以内とし、始業・終業の時刻は次のとおり

　　とします。

	部署別
	始業
	終業
	休憩

	（看護部門）

看護師

准看護師
	１５：００
	０９：００
	20：00～05：00の間で

交代しながら2時間

	（介護部門）

介護員
	１５：００
	０９：００
	20：00～05：00の間で

交代しながら2時間


四、医師の始業・終業の時刻は、原則として次表の（１）あるいは（２）のいずれかとし、この間1時間の休憩時間を含みます。

	部署別
	対象別
	始業
	終業
	備考

	っっ　（医務課）

医師　　　医師（１）

医師　

　　　　　医師（２）


	
	０９　

０９　０９：００

０９　

　　　０９：００

０

　９　０８：００

０
	１７　

１７　１７：００

一一　　　

　　　１３：００

１７　　　

　　　１７：００
	１１　

１週　１日７時間　１週４日

１１　　　および

　　　１日４時間　１週１日

１週　１日８時間　１週４日


(始業、終業の変更)

第二十五条　勤務時間は業務の都合により適宜変更することがあります。

(時間外勤務)

第二十六条　施設は業務の都合により所定時間外に勤務させることがあります。

　　　二、　前項の時間外勤務は、所轄労働基準監督署長に届出た職員代表者との時間外勤務協定の範囲内とし、別に定める給与規定により割増賃金を支払うものとします。但し、災害その他避けられない事由によって臨時に時間外勤務をさせる場合は所轄労働基準監督署長の許可を受け、または事後届出により時間外勤務をさせることがあります。

　　　三、　満１８才未満の者に対しては、前項但し書の場合を除き通算して実働１日８時間を超えて勤務させないものとします。

　　　四、　職員は正当な理由がなければ前項の命令を拒んではなりません。

（宿日直勤務）

第二十七条　施設は、業務のため１８才以上の職員に断続的な業務に従事する事を内容とした宿日直勤務を命ずる事ができます。

　　　二、　施設は、宿直または、日直の勤務に服した職員に対し、別に定めるところにより相応の宿日直手当を支給します。　　

（管理者の勤務）

第二十八条　管理者については本章に定める勤務時間・休憩時間及び休日に関する規定を適用しません。

（施設外での勤務時間）

第二十九条　職員がその他施設の用務で施設外で勤務する場合で勤務時間を算定し難い時は、第二十四条の時間を勤務したものとみなします。但し所属する管理者が別段の指示をした場合はこの限りではありません。

（短時間勤務）

第三十条　　本人と同居する子が小学校に就学する場合、その子の入学月及び、その翌日の期間に限り労

働者からの請求があった場合に２２日間を限度として短時間勤務をすることが出来ます。

　所定の労働時間を午前８時から正午４時間とします。

二、　本制度の適用を受ける間の給与については、基本給を時間給換算した額を基本給とした実労働時間分とします。

三、　賞与、および退職金の算定にあたっては、当該時間は普通職員と同様に勤務したものとし、

減額しないものとします。

（出張及び研修）

第三十一条　　施設は、業務上必要がある時は職員に対して出張あるいは研修を命ずることがあります。

　　

　　　二、　第一項により勤務時間が算定し難い時は、第二十四条の勤務を行ったものとみなします。但し、所属する管理者が別段の指示をした場合はこの限りではありません。

　　　三、　第一項による期間中の休日は特に休日勤務を命じた場合を除き休日とみなします。

　　　四、　第一項による用務を終了して帰着した時は、直ちに経過及び結果について、所属の管理者を経て施設長に報告しなくてはなりません。

　　　五、　第一項による業務の具体的な要領及び旅費規程は別に定めます。

（休日）

第三十二条　一般職員は、毎週２日以上の予め予定表に定める休日を有します。

2、 変形労働をする職員は、月の休日が９日以上（月の日数が２８日の場合は８日以上）と予め予定表に定める休日を有します。

（休日の振替）

第三十三条　業務の都合でやむを得ない場合は、前条の休日を１週間以内の他の休日と取り替えることがあります。

　　　二、　前項の場合は前日までに振替による休日を指定して職員に通知します。尚、この場合の出勤した休日の勤務は平日勤務とし休日勤務の規定は適用しません。

（休日勤務）

第三十四条　業務上必要のある場合には第三十一条の休日に勤務を命じることがあります。

　　　二、　前項の休日勤務は、所轄労働基準監督署長に届け出た職員代表との休日勤務協定の範囲内とし、別に定める給与規程により割増し賃金を支払うものとします。但し、災害その他避けられない事由により臨時の必要のある場合は、所轄労働基準監督署長の許可を受け、又は事後届け出により休日勤務をさせることがあります。

三、　１８才未満の職員については、前項但し書の場合を除き、休日勤務を命じることはありません。

四、　職員は正当な理由がなければ前項の命令を拒んではなりません。

(出勤簿の刻印)

第三十五条　職員は予め定められた出勤、休憩、退出などに際して準備を整えた上で、自ら出勤簿に刻印せねばなりません。

2、 　前項の手続きを遵守せぬ場合は懲罰の対象となることがあります。

(欠勤の手続き)

第三十六条　傷病又はやむを得ない事情により欠勤する場合は、欠勤届にその事由を記入し、出来るだけ速やかに所属長を経て所属する部署の管理者に申し出て、その許可を受けなければなりません。

　　　　　　但し、事前に申し出る余裕のない場合は、自ら、始業時刻前までに、所属する部署の管理者に届け出てその承認を受けなければなりません。

　

　　　二、　傷病による欠勤が４日以上にわたる時は、医師の診断書など証明となる書類を提出しなければなりません。

　　　三、　傷病のため、引き続き３０日を越えて欠勤した時は、あらためて医師の診断書など証明となる書類を提出しなくてはなりません。

　　　四、　前項の手続きは、可及的速やかに行うものとし、届出を怠った場合は無届け欠勤として取扱い、懲罰の対象とします。

(遅刻・早退などの手続き)

第三十七条　職員は、遅刻・早退・私用による外出などに際し、所定の用紙にその事由および時刻を記入し、所属長を経て所属する管理者に届け出て、その許可を受けなくてはなりません。

(休憩時間)

第三十八条　職員は、休憩時間を所定の休憩場所で自由に利用することができます。

　　　二、　休憩時間にある職員は、許可された場合あるいは指示を受けた場合を除き、職務を行う場所での休憩および勤務時間にある職員の妨害をしてはなりません。

　　　三、　職員は、休憩時間に外出しなければならない場合は所属長に申し出て許可を受け、またその所在を明確にしておかなくてはなりません。

　　　四、　職員は、休憩時間の利用については休憩時間終了後の勤務に支障無いよう努めなければなりません。

第四章　休暇

(年次有給休暇)

第三十九条　雇い入れの日から起算して６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した者に対して１０日間の年次有給休暇を与えます。勤続年数に応じて、次表の通りの年次有給休暇となります。

	勤続年


	６ヶ月
	１　年

	６ヶ月
	２　年
	６ヶ月
	３　年
	６ヶ月
	４　年
	６ヶ月
	５　年
	６ヶ月
	以　上

６ヶ月
６　年

	有給日


	10

日

１
	１１

日
	１２

日
	１４

日
	１６

日
	１８

日
	２０

日


2、 　出勤率の算定において次の期間は出勤したものとみなします。

　　　　　　１）　業務上の傷病による休業期間

　　　　　　２）　年次有給休暇の利用日数

　　　　　　３）　特別休暇、産前産後の休暇日数、育児・介護休業の期間

　　　三、　休暇年度は、10月1日より9月30日までとします。

　　　四、　雇い入れ日から起算して6ヶ月目が休暇年度途中になる場合、年度有給休暇日数は年度残月数により、次表の通りとなります。　

　　　　　　なお、次の休暇年度においては、勤続年数を1年6ヶ月とみなし有給日数を11日とします。

　　　
	年度残月数
	　一ヶ月

	　二ヶ月

	　三ヶ月

	　四ヶ月

	　五ヶ月

	　六ヶ月

	　七ヶ月

	　八ヶ月

	　九ヶ月

	　十ヶ月

	十一ヶ月

	十二ヶ月


	有給日数　　　
	一日


	二日


	三日


	四日


	五日


	五日


	六日


	七日


	八日


	九日


	十日


	十日




　　　　　初年度有給休暇付与日数　×　年度内残月数　=中途採用者有給休暇日数

　　　　　(6ヶ月以上の就業者)　　　　　１２ヶ月　　　　　(端数切り上げ)

　　　五、　年次有給休暇は当該休暇日数の全部または一部を受けることが出来なかっ

　　　　　た時は、前年度の残り休暇日数に限り翌休暇年度に繰り越すことができます。

　　　

　　　六、　年次有給休暇を受けようとする者は、所定の手続きをもって、少なくとも１４日間以前に申し出なくてはなりません。

　　　　　　但し、業務の都合により、その時期を変更してもらうことがあります。

　　　七、　前項までの規定にかかわらず、本人、本人と同居する本人の１２歳以下の子及び本人と同居する６５歳以上の親の傷病による欠勤の場合は、所定の手続きにより年次有給休暇をもって補填することが出来ます。　

八、　前項までの規定にかかわらず、下記の事由に該当する場合本人の希望により、所定の手続きをもって、半日単位での取得も可能とします。但し、予め勤務表で決められた勤務時間の１/２をもって半日休暇とし、半日単位の休暇２回で１日取得したものとします。

１）　本人、本人と同居する本人の１２歳以下の子及び本人と同居する６５歳以上の親の傷病

により病院受診が必要な場合

２）家族や親戚、及び知人の慶弔の席へ出席する場合

　　　　　３）本人と同居する子が小学校へ就学する場合、但し入学日から１ヶ月を限度とします。

 (特別有給休暇)

第四十条　職員が、次の各号の一に該当するときは、それぞれ定める日数の特別有給休暇を受けることができます。

　　　　　　１）　結婚　　　本人　　　　　　　　　　………７日間以内。

　　　　　　２）　忌引　　　両親・配偶者・子の死亡　………７日間以内。

　　　　　　　　　　　　　　祖父母・兄弟姉妹・孫

　　　　　　　　　　　　　　　　及び配偶者の父母　　………3日間以内。

　　　　　　３）　疾病　　　両親・配偶者・子の大患にて看護を要する時

　　　　　　　　　　　　　(但し、医師の診断書添付し申請)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………3日間以内。

　　　　　　４）　妻出産　　　　　　　　　　　　　　………１日間。

　　　　　　５）　その他、施設が特に必要と認めた休暇認定日数。

(公務休暇)

第四十一条　　職員が勤務時間中に選挙権の行使、その他公民としての権利を行使するためあらかじめ願い出た場合は、それに必要な時間を与えます。

　　　二、　前項の申し出があった場合に、権利の行使を妨げない限度に於いてその時間を変更することがあります。

(生理休暇)

第四十二条　生理日の就業が著しく困難な女子職員が生理休暇を要求した時は、1日間の休暇を与えます。

2、 　前項の休暇は無給とします。

(産前産後の休暇)

第四十三条　女子職員は出産予定日以前６週間　(多胎妊娠の場合は14週間)　の休暇を請求することができます。この場合、出産が予定より遅れたときはその期間を延長することができます。

　　　二、　施設は、出産後８週間を経過しない女子職員を就業させることは出来ません。但し、出産後６週間を経過した職員が、医師の診断書を添えて就業を申し出た時はこの限りではありません。

3、 　第一項および第二項の休暇は無給とします。

(育児・介護休業等)

第四十四条　職員のうち必要のあるものは、申し出て育児・介護休業をし、または育児・介護短時間勤務の適用を受けることができます。

2、 　前項の休暇は無給とします。

三、　育児・介護休業、育児・介護短時間勤務に関する対象職員・手続き等必要な事項については、別に定める規則によります。

四、　育児・介護を行う一定範囲の職員は、法人に請求をし、午後１０時から午前５時までの深夜に労働しないことができます。ただし、事業の正常な運営を妨げるときは、この限りではありません。

第五章　服務規律

(服務の基本原則)

第四十五条　職員はこの規則に定めるものの他、業務上の指揮・命令に従い、自己の業務に専念し作業能率の向上に努めるとともに､施設の公共的使命を自覚し､互いに協力して職場の秩序を維持しなくてはなりません。

(服務心得)

第四十六条　施設内の具体的服務については、本章に定めるもののほか、別に定める苑内服務基準要領によります。

2、 　職員は、本章に定めることのほか、前項の基準要領を熟知し遵守することによって､医療人および医療関係者としての社会的責任を遂行し、施設の質的向上をはからなければなりません。

(禁止行為)

第四十七条　職員は次の各号に掲げる行為をしてはなりません。　　

　　　　　　１）　職員は、施設長が禁止した外部の者を施設敷地内に立ち入らせてはなりません。また、施設関係者以外の者をみだりに施設敷地内に立ち入らせないようにしなくてはなりません。

２）　職員は、施設敷地内において施設長の許可無く、掲示・貼紙あるいは集会・演説・放送または物品等の販売・各種の勧誘、およびこれに類する行為をしてはなりません。

３）　職務に関し、直接あるいは間接に供応・贈与を受けてはなりません。

第6章 表彰と懲戒

(表彰)

第四十八条　職員が次の各号の一に該当する場合は、その都度審査の上表彰

　　　　　します。

１）　品行方正・技術優秀・業務熱心で、他の者の模範と認められる場合。

２）　災害を未然に防止し、または、災害の際、特に功労のあった場合。

３）　業務上、有益な発明・改良または工夫・考案のあった場合。

４）　永年にわたり無事故で継続勤務した場合。

５）　前各号に準ずる程度に善行または功労があると認められる場合。

(表彰の種類)

第四十九条　表彰はその内容により次の方法によって行います。

１）　賞状授与

２）　賞品または賞金授与

３）　特別昇給

(表彰委員会)

第五十条　表彰は表彰委員会にはかって行います。

　　　二、　前項の委員会の運営および構成については別に定めます。

(懲戒)

第五十一条　　職員が次の各号の一に該当する場合は､第五十一条の規定により、制裁を行います。

１）　重要な経歴を偽り、その他不正手段によって採用された時。

２）　本規則にしばしば違反ある時。または服務基準要領を遵守せず、都度の忠告・教導にも関わらず改善の努力が認められない時。

３）　施設内の風紀または秩序を乱す行為等があった時。

４）　故意に作業能率を阻害し、または業務の遂行を妨げ、また、故意に災害事故につながる行為をおこなった時。

５）　度重なる、無断欠勤・怠慢による遅刻など、業務に不熱心と認められる時。

　６）　業務上、自己怠慢その他自己の責任によると判断される重大な過失を起こした時。

７）　許可無く施設に所属する物品を持ち出し、あるいは持ち出そうとした時。

８）　施設の名誉・信用を傷つけた時。

９）　業務上知り得た個人情報および施設内にとって不利となる守秘情報を漏らし、あるいは漏らそうとした時。

　　　　　１０）　形態の如何を問わず、許可無く在籍のまま他人に雇用された時。

　　　　　１１）　業務上の指揮・命令に従わない時。

１２）　前各号に準ずる程度の不都合な行為をした時。

(制裁の種類・程度)

第五十二条　制裁はその情状により次の区分により行ないます。

１）　訓戒　(始末書をとり将来を戒める)

２）　減給　(1回の額が、平均賃金の１日分の半額、総額が一賃金支払い期における賃金総額の十分の一を限度でおこなう)

３）　転職種

４）　出勤停止

５）　懲戒解雇　(予告期間を設けることなく即時解雇する。所轄労働基準監督署長の許可を受けた時は予告手当を支給しない。)　

(懲戒委員会)

第五十三条　制裁は懲戒委員会にはかって行ないます。

　　　二、　懲戒委員会は、当該の職員に対して十分な弁明の機会を与えるものとします。

　　　三、　前項の委員会の運営および構成については別に定めます。

(制裁の掲示)

第五十四条　制裁について、14日間を超えない期間、施設内に掲示することがあります。

第7章 賃金

(給与)

第五十五条　職員は、その職種内容・能力および人事考課に基づき、給与及び手当を支給されます。

2、 　職員の給与及び手当に関する規程は別に定めます。

(退職金)

第五十六条　職員の退職金に関する規程は別に定めます。

第8章 奨学制度

(奨学制度)

第五十七条　施設は、職員に対しその職務上必要な知識、技能を高めるために勉学する者に奨学制度を設け援助を行ないます。

2、 　奨学制度の規程は別に定めます。

第9章 福利厚生

(福利厚生制度)

第五十八条　施設は、職員の健康および経済的生活について集団的に共通な福祉の維持改善を図ることを目的として福利厚生制度を定めます。

2、 　職員は、前項の制度を受ける均等な機会を有します。

　　　三、　前項の具体的内容および手続き等は別に定めます。

(慶弔見舞い金)

第五十九条　職員の慶弔・罹病・罹災の際は、それぞれ祝い金・見舞い金または香料を支給します。　

2、 　前項の具体的な内容は、別に定める慶弔規程により行います。

第10章 安全及び衛生

(遵守・協力義務)　

第六十条　職員は、安全衛生に関する法令および施設が別に定める規程ならびに指示を厳正に守るとともに、施設が行う安全衛生に関する措置に進んで協力しなくてはなりません。

(非常災害の措置)

第六十一条　　職員は、火災その他の非常災害が発生したとき、又は発生する危険があることを知った時、および物品の紛失その他の異常を認めたときは、臨機の処理をするとともに直ちに管理者および関係者に通報し、相互に協力して被害の防止に努めなければなりません。

　　　　

2、 　前項の場合、職員は常に患者の安全な退避を第一とするよう心掛けなければなりません。

　　　三、　防火および防災体制等については、消防計画の定めるところによります。

(健康診断)

第六十二条　施設は職員に対して毎年１回以上の健康診断を行います、かつ、必要と認めるときは臨時の健康診断を行います。

　　　二、　施設の職員は、特別の理由を有し申し出て施設長の許可を受けた場合を除き、前項の健康診断を受けなければなりません。

　

　　　三、　施設は、職種上必要と思われる職員に対して、該当する検査を受けさせることができます。

　　　四、　健康診断の結果、健康要保護者と認められる者に対しては、転職種・業務の軽減など、その他健康の保持に必要な措置を講じるとともに、専門医への受診を指示することもあります。

(就業禁止)

第六十三条　次の各号の一に該当する疾病に罹感している者は医師の認定に従い就業させません。

　　１）　就業に耐えられない精神病または各種中毒者。

　　２）　伝播のおそれがある感染性疾患病者。

　　３）　脳血管障害、心臓病の疾病で急激な悪化が予想される者。

　　４）　病後健康が十分に快復していない者。

　　５）　その他医師が不適当と認めた者。

(感染性疾患発生の措置)

第六十四条　職員は自己の住居またはその付近に感染性疾患が発生した時又はその疑いがあるときは、直ちに施設に届け出て指示を受けなければなりません。

(安全衛生上の留意事項)

第六十五条　職員は次の各号に掲げる事項を遵守し、職場の安全と衛生の保持に努めなければなりません。

　　　　　　１）　環境整理を常に心掛けるとともに、特に通路、非常口、出入口、消火設備などのある箇所に物品を置かないようにしなければなりません。

　　　　　　２）　担当者でないものは、非常時を除き許可なく防災に関わる機械・器具を操作してはなりません。

　　　　　　３）　所定の場所以外での火気の使用または喫煙をしてはなりません。

　　　　　　４）　危険物および有害薬品等は定められた管理を厳重に行われなければならない。

　　５）　感染のおそれのある医療廃棄物は定められた管理規定に基づき取り扱わなければならない。

　　６）　放射性業務従事者以外の者は管理区域内へ許可なく立ち入ることはできません。

　　　　　　７）　放射線業務従事者は所定の被ばく線量測定具を着用しなければならない。

　　８）　厨房内には栄養課職員以外、許可なく立ち入ることはできません。

第十一章　災害補償

（通則）

第六十六条　職員が、業務上の事由によって負傷・罹病・廃疾または死亡した時は労災法の規程により処理します。

第十二章　付則

（発布日）

第六十七条　この規則は、平成４年４月１日より実施します。

（改廃）

第六十八条　この規則を改廃する場合は、職員を代表する者と協議して行います。

（付属規定）

第六十九条　この規則には、次の規程が付属します。

　　１）　給与規程

　　２）　退職金規程

平成６年４月１日　　　　第三十八条　　　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十八条　二　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十八条　三　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十八条　四　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十八条　五　　　加筆

　　　　　　　　　　　　第三十八条　六　　　加筆

平成１１年４月１日　　　第三十八条　　　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十八条　二　　　加筆

第42条 改定

第43条 加筆

第四十三条　三　　　加筆

第四十三条　四　　　加筆

　　　　　　　平成１2年1月７日　　　第二十四条　三　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五　　　加筆

　　　　　　　平成12年4月1日
　第二十六条　四　　　削除

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第三十三条　三　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第三十八条　　　　　改定

　　　　　　　平成１３年４月１日　　 第二十四条　　　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第二十四条　三　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第三十八条　　　　　改定

平成１４年４月１日　　　第二十四条　三　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三十八条　　　　改定

　　　　　　　平成１５年３月１１日　　第二十四条　二　　削除

三　　改定

平成１５年３月１６日　　第二十四条　　　　改定

　　　　　　　　　　　　第二十四条　二　　改定

　　　　　　　　　　　　第二十四条　三　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十条　　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　第三十条　　二　　加筆

　　　　　　　　　　　　第三十条　　三　　加筆

　　　　　　　　　　　　第三十二条　　　　改定

　　　　　　　　　　　　第三十二条　二　　加筆

　　　　　　　　　　　　第三十九条　八　　加筆

　　　　　　　　　　　　第六十三条　　　　改定

　　　　　　　　　　　　第六十四条　　　　改定

　　　　　　　平成１８年４月１日　　　第四条　　　　　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第五条　　　　　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第十九条　三　　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第十九条　四　　　　加筆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三十六条　二　　　改定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三十六条　三　　　改定

南山苑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　紙

	部　門　別
	始　業
	終　業
	備　　　　　　考

	（看護部門）

看護師

准看護師

作業療法士

（介護部門）

介護員

（事務管理課）

支援相談員

事務員

栄養士
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